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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】令和1年11月28日(2019.11.28)

【公表番号】特表2018-534608(P2018-534608A)
【公表日】平成30年11月22日(2018.11.22)
【年通号数】公開・登録公報2018-045
【出願番号】特願2018-515450(P2018-515450)
【国際特許分類】
   Ｇ０３Ｆ   1/82     (2012.01)
   Ｈ０１Ｌ  21/027    (2006.01)
   Ｇ０３Ｆ   1/24     (2012.01)
   Ｈ０１Ｌ  21/304    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０３Ｆ    1/82     　　　　
   Ｈ０１Ｌ   21/30     ５７２Ｂ
   Ｇ０３Ｆ    1/24     　　　　
   Ｈ０１Ｌ   21/304    ６４７Ｚ

【誤訳訂正書】
【提出日】令和1年10月15日(2019.10.15)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板を処理する方法であって、
　水性液体媒体を流路および少なくとも１つの出口スリットを通して被処理基板上に流す
ことと、
　前記水性液体媒体を特定波長の紫外線に暴露することであって、該暴露を、前記少なく
とも１つの出口スリットに直接隣接する前記流路の少なくとも一部で、かつ前記水性液体
媒体が出口開口部を通して前記基板に向かって流れた後に前記水性液体媒体を前記被処理
基板の表面に適用する前および適用する間に行うことと、
　前記水性液体媒体に添加剤を添加することによって、前記水性液体媒体の電気伝導力を
２０～２０００μＳの範囲に調整すること
とを含み、前記添加剤を添加する前の前記水性液体媒体は、前記水性液体媒体を前記紫外
線に暴露する前または暴露する間に２０μＳ未満の電気伝導力を有する、方法。
【請求項２】
　前記添加剤が、前記水性液体媒体のｐＨを実質的に変化させない、請求項１記載の方法
。
【請求項３】
　前記水性液体媒体のｐＨを、前記紫外線に前記水性液体媒体を暴露する前または暴露す
る間に前記水性液体媒体に前記添加剤を添加することによって８～１１または３～６の範
囲にシフトさせることをさらに含み、前記添加剤を添加する前の前記水性液体媒体は、６
～８の範囲のｐＨを有し、前記添加剤は、塩基または酸を含む、請求項１記載の方法。
【請求項４】
　前記水性液体媒体を、８～１１の範囲のｐＨ値および２０～５００μＳの範囲の電気伝
導力を有するように調整し、前記添加剤は、塩基を含む、請求項３記載の方法。
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【請求項５】
　前記水性液体媒体を、９．５～１０．５の範囲のｐＨ値および７０～１５０μＳの範囲
の電気伝導力を有するように調整する、請求項４記載の方法。
【請求項６】
　前記塩基が、ＴＭＡＨである、請求項４記載の方法。
【請求項７】
　前記塩基が、前記基板の表面の金属と直接結合を確立することができる利用可能な外部
電子を有していない非配位化合物である、請求項４記載の方法。
【請求項８】
　前記水性液体媒体が、特定波長の紫外線に対して実質的に非吸収性の媒体である水性液
体媒体と、特定波長で実質的に吸収性の媒体５～１００ｐｐｍとの混合物である、請求項
１記載の方法。
【請求項９】
　前記実質的に吸収性の媒体が、前記電気伝導力を調整するための前記添加剤である、請
求項８記載の方法。
【請求項１０】
　前記方法が、暴露された金属層を有する基板の最終洗浄に関する、請求項４記載の方法
。
【請求項１１】
　前記基板が、ＥＵＶマスクである、請求項１０記載の方法。
【請求項１２】
　前記液体媒体が前記少なくとも１つの出口スリットから出て行く前に前記流路内で前記
紫外線に暴露される時間を調整するステップを含む、請求項１記載の方法。
【請求項１３】
　前記電気伝導力を、前記水性液体媒体が前記少なくとも１つの出口スリットから出て行
く前に前記流路内で前記紫外線に暴露される時間の量に従って調整する、請求項１記載の
方法。
【請求項１４】
　前記ｐＨを、前記水性液体媒体が前記少なくとも１つの出口スリットから出て行く前に
前記流路内で前記紫外線に暴露される時間の量に従って調整する、請求項３記載の方法。
【請求項１５】
　前記水性液体媒体の皮膜を前記被処理基板の表面に適用する直前および適用する間に特
定波長の紫外線に前記水性液体媒体を暴露するステップで使用されるものとは異なる特定
波長の紫外線に前記水性液体媒体を暴露するステップを、前記ステップの前にさらに含む
、請求項１記載の方法。
【請求項１６】
　前記水性液体媒体の皮膜を前記被処理基板の表面に適用する直前および適用する間に特
定波長の紫外線に前記水性液体媒体を暴露する前記ステップでは、前記特定波長は、２０
０～３００ｎｍの範囲にあり、好ましくは約２５４ｎｍである、請求項１記載の方法。
【請求項１７】
　前記異なる特定波長が、２００ｎｍ未満、好ましくは約１８５ｎｍである、請求項１１
記載の方法。
【請求項１８】
　前記水性液体媒体に、２５～３４０ｍＷ／ｃｍ２の強度の紫外線を照射する、請求項１
記載の方法。
【請求項１９】
　紫外線源と前記被処理基板の表面との距離が、１～５ｍｍ、特に１～２ｍｍの範囲にあ
る、請求項１記載の方法。
【請求項２０】
　前記処理が、前記基板の表面エネルギーの調整に関し、前記水性液体媒体の組成物は、
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７０～１５０μＳの範囲の電気伝導力を有するように調整され、前記水性液体媒体は、前
記特定波長の紫外線に対して実質的に非吸収性の媒体である水性液体媒体と、前記特定波
長で実質的に吸収性の媒体５～１０ｐｐｍとの混合物である、請求項１記載の方法。
【請求項２１】
　前記方法のステップを、同じ基板上で数回繰り返し、異なる吸収性媒体を、少なくとも
２つの異なる繰り返しサイクルで使用する、請求項２０記載の方法。
【請求項２２】
　前記少なくとも１種の吸収性媒体を、Ｏ３およびＴＭＡＨから選択する、請求項２１記
載の方法。
【請求項２３】
　前記処理が、前記基板からのフォトレジスト剥離に関し、前記水性液体媒体の組成物は
、２０～５００μＳの範囲の電気伝導力を有するように調整され、前記水性液体媒体は、
前記特定波長の紫外線に対して実質的に非吸収性の媒体である水性液体媒体と、前記特定
波長で実質的に吸収性の媒体５～１００ｐｐｍとの混合物である、請求項１記載の方法。
【請求項２４】
　前記少なくとも１種の吸収性媒体を、Ｏ３、Ｈ２Ｏ２およびＴＭＡＨを含む群から選択
する、請求項２３記載の方法。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２３
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２３】
　方法は、一例として、基板の表面エネルギーの調整に関し、水性液体媒体の組成物は、
７０～１５０μＳの範囲の電気伝導力を有するように調整され、水性液体媒体は、特定波
長の紫外線に対して実質的に非吸収性の媒体である水性液体媒体と、特定波長で実質的に
吸収性の媒体５～１０ｐｐｍとの混合物である。この方法のステップは、所望の効果を達
成するために同じ基板上で数回繰り返すことができ、異なる吸収性媒体を、異なる繰り返
しサイクルで使用することができる。好ましくは、少なくとも１種の吸収性媒体は、Ｏ３

およびＴＭＡＨから選択される。
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